
評
価
結
果
は･･･

評
価
結
果
は
右
表
の
と
お
り
で
す
。

課
内
評
価
ま
た
は
部
長
評
価
の
ど
ち

ら
か
で
Ｂ
評
価
以
下
と
な
っ
た
事
業
、

す
な
わ
ち
、
見
直
し
が
必
要
と
思
わ
れ

る
事
業
が
、
298
事
業
中
、
224
事
業（
約

75
％
）あ
り
ま
し
た
。
こ
の
結
果
に
基

づ
い
て
、
事
業
の
進
め
方
の
改
善
、
計

画
の
改
善
、廃
止
な
ど
を
検
討
し
ま
す
。

評
価
か
ら
改
善
・
廃
止
へ･･･

課
内
評
価
、
部
長
評
価
の
ど
ち
ら

か
で
Ｃ
ま
た
は
Ｄ
評
価
と
な
っ
た
29

事
業
に
つ
い
て
は
、
市
の
三
役
を
含

む
会
議
で
検
討
し
、
今
後
の
事
業
の

方
向
性
に
つ
い
て
決
定
し
ま
し
た
。

そ
の
主
な
も
の
は
下
表
の
と
お
り

で
す
。

詳
し
く
は
、
蒲
郡
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（http://w
w
w
.city.gam

agori.aich
i.jp/soum

u/gyousei/hyouka/hyo
uka.htm

l

）に
298
事
業
す
べ
て
の
評
価

表
を
掲
載
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
市
役

所
4
階
の
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
、
図
書

館
、
市
内
7
カ
所
の
図
書
館
分
室
で
も

ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

今
後
の
事
務
事
業
評
価
は
…

3
年
の
サ
イ
ク
ル
で
、
す
べ
て
の

事
業
の
評
価
を
繰
り
返
し
て
い
き
ま

す
。
さ
ら
に
、
施
策
評
価
の
研
究
、

外
部
評
価
の
検
討
な
ど
に
取
り
組
ん

で
い
き
ま
す
。

平成14年度評価結果

事業類型

総合評価 合   計

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ
課内評価 部長評価

課内 部長 課内 部長 課内 部長 課内 部長

1 一般事務事業
  （ソフト事業） 63 52 120 133 11 10 3 2 197 197 

2 内部管理事務事業 16 14 26 25 5 2 0 2 47 43 

3 建設事業
  （ハード事業） 10 14 23 19 4 3 1 2 38 38 

4 施設維持管理事業 0 0 13 13 3 3 0 0 16 16 

合　　計 89 80 182 190 23 18 4 6 298 294

※監査事務局は部長評価を実施していない。

事業類型 内　　　　　容

1 一般事務事業（ソフト事業） 内部管理事務事業以外の事務事業

2 内部管理事務事業 定型的内部管理事務事業

3 建設事業（ハード事業） 施設建設事業、道路・河川等整備事業

4 維持管理事業 施設管理・維持補修等事業

総合評価 内　　　　　容

Ａ 現在の事業の進め方で十分効果があがっている。

Ｂ 事業の進め方に改善が必要である。

Ｃ 事業の計画、内容及び規模等の改善が必要である。

Ｄ 事業の廃止の検討が必要である。

【廃止する5事業のうち主なもの】
事　　業　　名 検討結果

市政ビデオ作成委託事業 ビデオニュース視聴率調査の結果、ほとんど見られていない
実態が判明したため、平成15年度限りで廃止とする。

事務服貸与事務事業（行政職） 愛知県内各市の事務服自由化、廃止の状況を考慮し、職員組
合とも合意の上、平成15年度限りで廃止とする。

西浦稲生山周辺整備事業 地元の強い要望により手がけた事業であるが、厳しい財政の
中、状況が好転するまで事業は凍結とする。

【終了となった2事業】
事　　業　　名 事　　　由

老人性白内障特殊眼鏡等
購入費助成事業 平成14年度限りで廃止している。

蒲郡駅西地区
第1種市街地再開発事業 同地区のまちづくりについては、再開発の手法は用いない。

【改善を指示された22事業のうち主なもの】
事　　業　　名 改善の内容

市税等の滞納整理事業 15年度中に課税担当部管理職による臨戸徴収を行い、16年度
には「納税推進員」により軽微な滞納に対応させる。

18保育園運営管理事業 入園の決定方法の明確化と公表を検討する。民間保育所誘致、
認証保育所導入、認可外保育施設の活用の検討を行う。

農漁業者の資金貸付制度
利子補給事業

補助の形を改正し、末端金利2％以内の場合は、補助はその1
／ 2とする。

給水装置管理(水道開閉栓）事業 外部委託を前提に、平成17年度「土・日・休日開閉栓実施」に
向け業務を見直す。

50キロハイク事業 ＮＰＯなどに運営委託する前提として、業務の簡素化、マニュ
アル化、実行委員への協力体制の見直しなどを行う。

運動広場維持管理事業 利用の少ない運動広場は、地元の理解を得て廃止していく。
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